
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和３年２月１９日 

 

 

  「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」について，今般，下記のとおり必要な改正を行いましたの

で，公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P9 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

２号特定技能外国人については，試験合格のほか，

「建設現場において複数の建設技能者を指導しながら

作業に従事し，工程を管理する者（班長）としての実務

経験」も必要です。建設キャリアアップシステムの能力

評価におけるレベル３（職長レベルの建設技能者）を想

定しています。その詳細については，各技能に応じて異

なりますので、国土交通省において別途定めることとし

ます。 

２号特定技能外国人については，試験合格に加えて，

「建設現場において複数の建設技能者を指導しながら

作業に従事し，工程を管理する者（班長）としての実務

経験」も必要です。建設キャリアアップシステムの能力

評価におけるレベル３（職長レベルの建設技能者）を有

することを想定しています。その詳細については，国

土交通省のホームページにて公表しています。 

2 P9 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

ただし，建設キャリアアップシステムにおけるレベル３の

カードを取得している場合には，当該カードの写し及び

技能者ＩＤがあれば，上記二つの書類は不要。 

ただし，建設キャリアアップシステムにおけるレベル３の

カードを取得している場合には，当該カードの写し及び

技能者ＩＤがあれば，上記の書類は不要。 

3 P17 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

特定技能所属機関は，直接的又は間接的に登録法人

に所属し，行動規範を遵守する必要があります。登録

法人の正会員である建設業者団体に間接的に加入す

特定技能所属機関は，直接的又は間接的に登録法

人に所属し，行動規範を遵守する必要があります。登

録法人の正会員である建設業者団体を通して間接的



入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

るか，登録法人の賛助会員として直接加入するか，い

ずれかの方法で登録法人に所属し，登録法人が定める

行動規範に従い，適正な受入れを行って頂く必要があ

ります。 

に加入するか，登録法人の賛助会員として直接加入

するか，いずれかの方法で登録法人に所属し，登録法

人が定める行動規範に従い，適正な受入れを行って

頂く必要があります。 

4 P18 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

したがって，ハローワークで求人した際の求人票又はこ

れに類する書類や特定技能所属機関が雇用している

日本人技能者の経験年数及び報酬額（月額）が確認で

きる賃金台帳の内容を確認した結果，適切な雇用条件

（処遇等）での求人が実施されていない場合や，既に雇

用している職員（技能者）の報酬が経験年数等を考慮

した金額であることが確認できない場合，計画は認定さ

れないこととなります。 

したがって，ハローワークで求人した際の求人票や特定

技能所属機関が雇用している日本人技能者の経験年

数及び報酬額（月額）が確認できる賃金台帳の内容を

確認した結果，適切な雇用条件（処遇等）での求人が

実施されていない場合や，既に雇用している職員（技

能者）の報酬が経験年数等を考慮した金額であること

が確認できない場合，計画は認定されないこととなりま

す。 

5 P18 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

職員の適切な処遇の確保，適切な労働条件を提示し

た労働者の募集等を行っているかについては，（２）提

出書類の⑧にて確認を行いますので，補足事項がある

場合には，その内容を記入してください。 

職員の適切な処遇の確保，適切な労働条件を提示し

た労働者の募集等を行っているかについては，（２）提

出書類の⑨にて確認を行いますので，補足事項がある

場合には，その内容を記入してください。 

6 P22 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

特定技能所属機関は，１号特定技能外国人の受入れ

を開始し，若しくは終了したとき又は当該外国人が特定

技能雇用契約に基づく活動を継続することが困難とな

ったとき（例：経営悪化に伴う雇止め，受入計画の認定

の取り消し，在留資格の喪失，特定技能外国人の失踪

等）は，国土交通大臣に報告を行う必要があります。報

告様式は，分野参考様式第６－２～第６－５のとおりで

す。 

特定技能所属機関は，１号特定技能外国人の受入れ

を開始し，若しくは終了したとき又は当該外国人が特定

技能雇用契約に基づく活動を継続することが困難とな

ったとき（例：経営悪化に伴う雇止め，受入計画の認定

の取り消し，在留資格の喪失，特定技能外国人の失

踪等）は，国土交通大臣に報告を行う必要があります。 

7 P22 第４ 建設特定技能 特に，告示第３条第３項第４号による受入れの報告は， 特に，告示第３条第３項第４号による受入れの報告



受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

分野参考様式第６－２を用いて，受入れ後原則として１

か月以内に行う必要があります。 

は，受入れ後原則として１か月以内にオンラインにより

行う必要があります。 

8 P23 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

建設技能者は，一つの事業所だけで働くわけではなく，

様々な現場に出向いて働くことを必要としますので，支

援を要する１号特定外国人を監督者が適切に指導し，

育成するためには，一定の常勤雇用者が必要であるた

めです。 

建設技能者は，一つの事業所だけで働くわけではなく，

様々な現場に出向いて働くことが想定されますので，

支援を要する１号特定外国人を監督者が適切に指導

し，育成するためには，一定の常勤雇用者が必要であ

るためです。 

9 P24 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（２）提出書類 

① 建設特定技能受入計画認定申請書（告示様式第

１） 

② 建設特定技能受入計画（告示様式第１（別紙）） 

① 建設特定技能受入計画認定申請書（告示様式第

１） 

※ オンライン申請の場合不要 

② 建設特定技能受入計画（告示様式第１（別紙）） 

※ オンライン申請の場合不要 

10 P25 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（２）提出書類 

⑨ ハローワークで求人した際の求人票又はこれに類す

る書類（計画申請日から１年以内のもの） 

⑨ ハローワークで求人した際の求人票又はこれに類

する書類（計画申請日から１年以内のもの） 

11 P26 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

３. 建設特定技能受

入計画の変更 

変更の申請については分野参考様式第６－６，変更の

届出については様式第６－７を使用し，変更箇所が分

かるように記載してください。 

変更については原則としてオンラインによる申請又は届

出になります。 

分野参考様式第６－６，変更の届出については様式

第６－７を使用し，変更箇所が分かるように記載してく

ださい。 



12 P26 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

３. 建設特定技能受

入計画の変更 

（届出が必要なケース） （変更届出が必要なケース） 

13 P32 第５ 特定技能外国

人受入事業実施法

人の登録等 

２．特定技能外国人

受入事業実施法人

の登録 

（３）提出先 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-3 

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働資

材対策室監理係 

（郵送又は持参） 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-3 

国土交通省不動産・建設経済局国際市場課監理係 

（郵送又は持参） 



14 P33 第５ 特定技能外国

人受入事業実施法

人の登録等 

特定技能所属機関

等が行う手続等（フロ

ー図） 

  



15 別表 6-1  

  



16 別表 6-12  

 

 



17 別表 6-15  

 

 



18 別表 6-18  

 

 



19 分野参考様

式第６－１号 

 

 

 



20 分野参考様

式第６－２号 

 

 

 



21 分野参考様

式第６－３号 

 

 

 



22 分野参考様

式第６－４号 

 

 

 



23 分野参考様

式第６－５号 

 

 

 



24 分野参考様

式第６－６号 

 

 

 



25 分野参考様

式第６－７号 

 

 

 

 


